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１．事業概要
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① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

計 画 給 水 人 口 18,200

現 在 給 水 人 口 14,797法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法的（全部）

別添１－２

北海道河西郡芽室町　上水道事業経営戦略

事業の現況

料金体系の概要：料金算定期間における収支均衡ベースにて料金を算定。料金は、口径別に区分し、基本料金
と超過料金を徴収している。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強
会の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実
施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

381.43

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 52.97

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1

0.163

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 33 年 12 月 1 日

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

芽室町

上水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 8,500 ㎥／日

芽室町の水道事業（上水・簡水）は水道課が担っており、水道庶務係3名、水道工務係3名合わせて6名配置し、業務を行っている。

　係長　2名　４０歳代1名（技術系）４０歳代１名（事務系）
　係員　4名　２０歳代１名・３０歳１名（技術系）２０歳代１名・40歳代１名（事務系）
　合計　6名

これまでの主な経営健全化の取組

①　民間活用
　料金メータの検針及び臨時徴収は、民間（一般社団法人）に委託している。
　浄水場の管理については、民間（企業）に委託している。
②　広域化の取り組み（事業統合、経営の一体化、管理の一体化、施設の共同化）
　固有の水質試験センターを保有せず、十勝中部広域水道企業団等へ水質検査を依頼している。

※添付した「経営比較分析表」に補足すべき内容（他の指標による分析結果など）がある場合は記載すること。

平 成 14 年 4 月 1 日

計 画 期 間 ：

4

～

管 路 延 長

水 源 表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

人口減少や節水型社会の定着により、料金収入の拡大は見込めないが、安定した水道事業を継続していくためには、老朽化した施設の更新
及び耐震化が必要となる。経費の節減、更新費用の平準化に合わせ、料金改定の検討を行い、経営基盤の強化に取り組む。

料金収入の見通し

人口減少及び節水型生活の定着により、減少傾向と推測する。
R13料金収入額については、R3供給単価で一定と想定し、次のとおり推計する。
R3供給単価　256.88円/㎥　×　R13有収水量　1,432,181㎥＝367,898,655円　367,898千円　（R13料金収入額）

　現行では、20-40歳代がバランスよく配置されているが、人事異動の対象であることから、在籍年数の長期化等をはかり、確実な技術の継承
が必要である。
　また、技術系職員数は上下水道あわせて5名しかおらず、安定した水供給（ライフライン）の重要性を考慮し、また、突発的な事故等の対応が
必要なことから、これ以上の人員削減は避けるべきである。

水需要の予測

施設の見通し

令和13年給水人口予測

行政区域内人口　16,816人（第２期芽室町まち・ひと・しごと創生総合戦略より）
給水区域内人口　14,885人　（R3給水区域内人口16,037人＝行政区域内人口18,117×88.52％）
給水人口　　　　　 13,734人　（R3給水人口14,797人＝給水区域内人口16,037×92.27％）

組織の見通し

令和2年度には、水道未普及地域（雄馬別地区）の整備を完了した。
既存施設の更新については、耐用年数及び耐震化の状況にあわせて計画的に実施していく。
老朽管については、石綿管の更新が令和5年度にて完了することから、令和6年度以降は鋳鉄管及び塩化ビニル管の更新を計画している。

給水人口の予測

R3有収率と同程度と想定する。

R3有収水量　1,543,054㎥　÷　給水人口14,797人＝104.28㎥/人
R13給水人口　13,734人　×　104.28㎥＝1,432,181㎥　（R13年間有収水量）
R13有収水量　1,432,181㎥÷　R3有収率　93.9％＝1,525,219㎥　（R3年間総配水量）



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

・動力費については、近年急激な上昇を見せているが、過去の実績を考慮し、年5％の上昇で推計した。
・修繕費については、突発的な修繕発生等により、年度によるばらつきが大きいが、物価上昇を考慮し、年3％（芽室町財政計画数値）の上昇
で推計した。なお、機械器具等については、点検及び更新を計画的に実施し、大幅な修繕費の増加とならないよう注視する。
・その他経費（受水費）については、現在の受水単価はR6年度までのものであるが、R7以降も急激な上昇はないものと見込み、R4決算見込に
て推計した。
・その他経費（受水費以外）につては、物価上昇を考慮し、年１％（芽室町財政計画値）の上昇で推計した。
・人件費については、人事異動による影響が大きいことから、おおむね現状値で推移するものとした。

目 標 既存施設の計画的な更新

目 標 経費の節減及び収入の増加について検討し、黒字経営を継続する

②　収支計画のうち財源についての説明

・主な投資内容
施設の耐用年数や耐震化の状況等を考慮しながら、計画的な施設更新をおこなう。
管路については、石綿管の更新が令和5年度にて完了することから、令和6年度以降は鋳鉄管及び塩化ビニル管の更新について計画的に実
施する。

R5　拡張64,499千円（R5浄水場電気設備）　老朽管77,987千円
R6　拡張50,832千円（R6浄水場電気設備、坂の上配水池発電機等）　老朽管35,000千円
R7　拡張30,412千円（R7浄水場電気設備、配水ポンプ等）　老朽管35,000千円

・民間活用に関する事項
引き続き、水道料金検針業務、浄水場管理業務を民間に委託する。

・施設・設備の長寿命化、投資の平準化に関する事項
芽室町上水道事業施設整備基本計画に基づき実施する。

・料金収入：人口推計に合わせ、給水人口も減少する見込みから、減少傾向にて推計。漏水調査等を実施し、有収率の向上を目指すとともに、
料金改定について検討する。
・企業債：建設改良費の財源として計上している。
・繰入金：近年は、基準内繰入（児童手当、消火栓設置・維持費）のみの繰入であるが、今後、水道管路耐震化に関する繰り入れ実施について
検討する。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

進捗状況を管理し、定期的（３年から５年）に見直しを行う。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

芽室町上水道事業施設整備基本計画に基づき実施する。

広 域 化
北海道水道広域連携プラン策定をきっかけとして、周辺自治体との意見交換が行われていることか
ら、今後も意見・情報交換を継続し、実施可能な手法について検討する。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

利率年1.5％、30年償還（うち、据え置き5年）で推計。

現在、基準内繰入（児童手当、消火栓設置・維持費）のみの繰入であるが、今後、水道管路耐震化に
関する繰り入れ実施について検討する。

近隣自治体等の活用事例を検証し、民間活用が可能な業務（検針業務、閉開栓受付業務等）を検討
する。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

繰 入 金

現行では、自己水（深井戸）及び受水にて運用しているが、今後、全量受水による運用への切り替えを
含め、芽室浄水場の施設・設備の廃止について検討する。

水需要と施設能力の乖離が大きくないこと、また、渇水及び災害時の水需要など、不確定要素がある
ため、当面の間、実施の予定はない。今後、水需要等の状況変化等に注視し、必要に応じ検討する。

そ の 他 の 取 組

現行料金体制で推計したが、利益減少の傾向が見込まれることから、収支状況をみながら料金改正
を検討する。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

活用できる遊休資産等はない。

そ の 他 の 取 組

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

水道台帳整備委託は令和5年度で一定の完了を見るため、令和6年度以降は減少の見込みである
が、物価上昇を見込み、年１％（芽室町財政計画値）の伸び率で推計した。

機械器具等については、点検及び更新を計画的に実施し、突発修繕が発生しないよう、費用の平準
化に努める。物価上昇を見込み、年３％（芽室町財政計画値）の伸び率で推計した。

近年急激な上昇を見せているが、過去の実績を考慮し、年5％の伸び率で推計した。

人事異動による影響が大きく、正確な推計が難しいことから、おおむね現状値で推移するものとした。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 3年度

区　　　　　　分 決 算

１． (A) 407,066 394,167 388,346 386,555 385,043 383,531 381,919 380,407 378,895 377,283 375,698
(1) 396,381 381,950 380,067 378,555 377,043 375,531 374,019 372,507 370,995 369,483 367,898
(2) (B)
(3) 10,685 12,217 8,279 8,000 8,000 8,000 7,900 7,900 7,900 7,800 7,800

２． 99,978 100,441 87,575 79,845 79,372 78,861 78,291 73,449 67,474 65,793 63,297
(1) 300 1,687 1,629 800 800 800 800 800 800 800 800

300 1,687 1,629 800 800 800 800 800 800 800 800

(2) 91,464 88,672 77,478 71,045 70,572 70,061 69,491 64,649 58,674 56,993 54,497
(3) 8,214 10,082 8,468 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

(C) 507,044 494,608 475,921 466,400 464,415 462,392 460,210 453,856 446,369 443,076 438,995
１． 421,743 428,145 434,829 420,037 419,912 418,102 415,339 407,312 399,306 399,971 400,120
(1) 22,496 22,896 22,922 22,300 22,300 22,300 22,300 22,300 22,300 22,300 22,300

11,378 11,144 11,286 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

11,118 11,752 11,636 11,300 11,300 11,300 11,300 11,300 11,300 11,300 11,300
(2) 151,794 160,545 175,812 165,440 166,749 168,099 169,490 170,928 172,411 173,942 175,524

9,316 12,225 10,016 12,836 13,478 14,152 14,860 15,603 16,383 17,202 18,062
1,780 3,237 7,651 3,672 3,782 3,896 4,012 4,133 4,257 4,385 4,516

140,698 145,083 158,145 148,932 149,489 150,051 150,618 151,192 151,771 152,355 152,946
(3) 247,453 244,704 236,095 232,297 230,863 227,703 223,549 214,084 204,595 203,729 202,296

２． 23,615 19,953 17,193 14,964 13,725 13,640 13,716 14,029 14,437 14,890 15,371
(1) 23,613 19,951 17,191 14,964 13,725 13,640 13,716 14,029 14,437 14,890 15,371
(2) 2 2 2

(D) 445,358 448,098 452,022 435,001 433,637 431,742 429,055 421,341 413,743 414,861 415,491
(E) 61,686 46,510 23,899 31,399 30,778 30,650 31,155 32,515 32,626 28,215 23,504
(F) 118
(G) 108 100 100 100 100 100 100 100 100
(H) △ 108 118 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100

61,578 46,628 23,899 31,299 30,678 30,550 31,055 32,415 32,526 28,115 23,404
(I) 255,289 220,400 220,300 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000
(J) 342,075 357,551 348,704 285,000 285,000 285,000 285,000 285,000 285,000 285,000 285,000

9,768 10,797 10,767 16,500 16,500 16,500 16,500 16,500 16,500 16,500 16,500
(K) 225,176 208,817 192,314 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000

16,597 15,000 15,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 407,066 394,167 388,346 386,555 385,043 383,531 381,919 380,407 378,895 377,283 375,698

(N)

(O)

(P)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

5年度 10年度 11年度 12年度 13年度6年度 7年度 8年度 9年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

4年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画
（単位：千円）

年　　　　　度 3年度

区　　　　　分 決 算

１． 67,400 85,100 141,400 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

２．

３．

４． 1,142 635 500 500 500 500 500 500 500 500

５．

６．

７． 1,391 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

８．

９．

(A) 68,791 86,243 142,036 80,501 80,501 80,501 80,501 80,501 80,501 80,501 80,501

(B)

(C) 68,791 86,243 142,036 80,501 80,501 80,501 80,501 80,501 80,501 80,501 80,501

１． 91,971 119,243 176,297 110,000 110,000 110,000 110,000 110,000 110,000 110,000 110,000

２． 167,477 162,320 151,916 135,477 106,024 99,508 81,493 72,469 70,056 67,440 65,480

３．

４．

５．

(D) 259,448 281,563 328,213 245,477 216,024 209,508 191,493 182,469 180,056 177,440 175,480

(E) 190,657 195,320 186,177 164,976 135,523 129,007 110,992 101,968 99,555 96,939 94,979

１． 155,989 156,032 158,617 161,251 160,290 157,641 154,058 149,435 145,921 146,735 147,798

２． 34,668 39,288 27,560 3,725

３．

４．

(F) 190,657 195,320 186,177 164,976 160,290 157,641 154,058 149,435 145,921 146,735 147,798

△ 24,767 △ 28,634 △ 43,066 △ 47,467 △ 46,366 △ 49,796 △ 52,819

(G)

(H) 1,564,900 1,487,680 1,477,164 1,421,687 1,395,663 1,376,155 1,374,662 1,382,193 1,392,137 1,404,697 1,419,217

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 3年度

区　　　　　分 決 算

300 1,630 1,629 800 800 800 800 800 800 800 800

300 1,630 1,629 800 800 800 800 800 800 800 800

1,142 635 500 500 500 500 500 500 500 500

1,142 635 500 500 500 500 500 500 500 500

300 2,772 2,264 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

13年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

計

そ の 他

10年度 11年度 12年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

7年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

8年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 6年度5年度4年度



全体総括

94.54

2. 老朽化の状況について

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

156.52 【】 令和3年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 66.26 81.67 5,247 14,797

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

18,181 513.76 35.39 ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 末端給水事業 A7 非設置

経営比較分析表（令和3年度決算）
北海道　芽室町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.17 0.15 0.13 0.14 0.13

平均値 0.54 0.50 0.42 0.44 0.50

104.00

105.00

106.00

107.00

108.00
109.00

110.00

111.00

112.00

113.00

114.00

115.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 109.84 111.33 111.89 112.50 113.85

平均値 110.05 108.87 108.46 109.02 107.81

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

51.00

52.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 46.42 46.64 46.54 48.39 50.27

平均値 48.05 48.87 49.12 49.39 50.75

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 5.08 5.58 7.22 7.80 8.73

平均値 13.39 14.85 16.76 18.57 21.14

①経常収支比率(％)

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 2.64 3.16 11.94 11.00 8.86

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 121.72 124.05 130.21 136.52 151.91

平均値 359.47 369.69 362.93 371.81 384.23

340.00

360.00

380.00

400.00

420.00

440.00

460.00

480.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 465.84 463.07 446.01 414.97 394.80

平均値 401.79 402.99 439.05 465.85 439.43

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 106.36 108.03 108.75 110.44 112.01

平均値 100.12 98.66 95.26 92.39 94.41

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 240.99 238.60 237.04 232.53 229.35

平均値 174.97 178.59 192.82 192.98 192.13

51.00

51.50

52.00

52.50

53.00

53.50

54.00

54.50

55.00

55.50

56.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 52.62 53.85 55.64 55.35 52.97

平均値 55.63 55.03 54.05 54.43 53.87

70.00

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 91.40 89.27 88.37 90.98 93.89

平均値 82.04 81.90 80.51 79.44 79.49

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【111.39】 【1.30】 【261.51】 【265.16】

【90.12】【60.29】【167.74】【102.35】

【50.88】 【22.30】 【0.66】


